
電力広域的運営推進機関

【合計】

【収入】 （単位：千円）

（注１）計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合がある。

（注２）＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜０＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロを示す。

【合計】

【支出】 （単位：千円）

（注１）計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合がある。

（注２）＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜０＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロを示す。
収入支出決算書に対する注記

　資金の範囲
　（１） 収入支出決算書の対象とする資金の範囲は、手元現金及び要求払預金とする。 
　（２） 収入支出決算書は、当該事業年度 における全ての収入及び支出の内容を明瞭に表示しなければならない。
　　ただし、以下の勘定科目の増減に伴うものを除く
　　　（ア）預り金及び預り納付金等（会計・調達業務の細則に関する規程第36条及び第37条に掲げるものを除く）。
　　　（イ）投資有価証券
　　　（ウ）短期借入金及び長期借入金

２０２５年度 　収入支出決算書(収入の部)

２０２５年度 　収入支出決算書(支出の部)

-
18,886,592

-
-
-

-
1,313,465

備考

2,090
2,090

-
▲ 618,866

▲ 6,750

収入決定済額(Ｂ)
収入予算額と収入決定済額

との差額(Ｂ-Ａ)

　　有形固定資産除却費 3,900 - - - 3,900 1,554 2,346 --

   　電気事業法（昭和39年法律第170号）、「広域的運営推進機関の財務及び会計に関する省令」及び「会計規程及び会計・調達業務の細則に関する規程」並びに「決算報告書
　作成要領」を適用して、収入支出決算書を作成している。

予備費 495,770 438,196 - - 495,770 -- 495,770
合計 62,950,046

　預り納付金等繰入 33,336,117 2,573,677 - - 48,659,508 48,659,508 - -15,323,391
　支払利息 6,931,627 1,201 - - 6,931,627 3,010,655 3,920,972 --
　運営費 6,501,720 1,482,136 - ▲ 8,897 6,492,823 -4,255,285 2,237,538-
　　修繕費用 273 80 - - 273 -16 257-
　　無形固定資産取得費 4,048,949 805,374 - - 4,048,949 3,274,978 773,971 --

　固定資産関係費 7,000,708 1,537,528 - - 7,000,708
　　有形固定資産取得費 2,947,586 732,075 - - 2,947,586 -

6,035,789 964,919 -
2,759,240 188,346

-
-

　租税公課 5,676,918 2,095 - 8,897 9,249,016 9,247,476 1,540 -3,563,201

- 86,773
　　その他人件費 421,476 66,027 - - 421,476 -321,332 100,144
　　退職給付引当金繰入 86,773 22,078 -

科目 収入予算額(Ａ)

支出予算現額
(Ｆ=Ａ+Ｃ+Ｄ＋Ｅ)

81,836,638 73,760,708 8,075,930 -

78,623 8,150 -

科目
支出予算額

(Ａ)

前事業年度から
の繰越額(再掲)

(Ｂ)

予備費使用額
(Ｃ)

流用増減額
(E)

3,007,186 2,551,992 455,194

6,387,856 - -

-

支出決定済額
(Ｇ)

翌事業年度への
繰越額

(Ｈ=Ｆ-Ｇ)

不用額
(Ｆ-Ｇ-Ｈ)

備考

2,498,937 346,900 -2,152,037
　人件費 3,007,186 353,025
　　役職員給与 2,498,937 264,921 - -

　会費収入 12,602,348
　　会費 19,500

12,604,438
21,590

　　特別会費 12,582,848
　預り納付金等取崩収入 13,941,422

12,582,848
13,322,556

　手数料収入 27,000 20,250
　その他収入 33,336,117 15,323,39348,659,510

　　その他 -

　　非化石証書売却収入 24,353,035
　　政府補助金収入 8,000,000
　　受取利息 983,082

38,362,960

1
2,296,547
8,000,000

14,009,925

　前年度よりの繰越金 3,047,630

- -

合計 62,954,517

1

予算総則の規定
による経費増額

（Ｄ）

-

4,434,865
79,041,619

1,387,235
16,087,102

第5号議案

kurokawa-t
長方形



電力広域的運営推進機関

【広域系統整備交付金交付等業務勘定】

【収入】 （単位：千円）

（注１）計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合がある。

（注２）＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜０＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロを示す。

【広域系統整備交付金交付等業務勘定】

【支出】 （単位：千円）

（注１）計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合がある。

（注２）＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜０＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロを示す。

２０２５年度 　収入支出決算書(収入の部)

２０２５年度 　収入支出決算書(支出の部)

-
-

1,077,500
-
-

1,052,6341,471,271

1,077,500

収入決定済額(Ｂ)
収入予算額と収入決定済額

との差額(Ｂ-Ａ)
備考

-
-
-

-
▲ 24,866

-
-

1,452,520

1,077,500
-

1,077,500

-
-
-

18,751
-

-

予算総則の規定
による経費増額

（Ｄ）

-
-
-
-
-
-
-
-
-

合計 418,637

-
-

　　その他 -

　預り納付金等繰入 - 1,452,520 -1,452,520 -

　　非化石証書売却収入 -
　　政府補助金収入 -

375,020 64,468

　　受取利息 375,020

　前年度よりの繰越金 -
-
-

　支払利息

　その他収入 375,020 1,452,520

　預り納付金等取崩収入 43,617
　　特別会費

科目 収入予算額(Ａ)

予備費 - - - -

科目
支出予算額

(Ａ)

前事業年度から
の繰越額(再掲)

(Ｂ)

予備費使用額
(Ｃ)

流用増減額
(E)

支出予算現額
(Ｆ=Ａ+Ｃ+Ｄ＋Ｅ)

10,266

- - -

5 - - 14 -

　会費収入 -

-

　手数料収入 -

　　会費 -

3 1114 -
　運営費 19,854 24,560 - - 19,854 5,919 13,935 -
　　修繕費用 - - - - - - - --

4,756
722 - - 1,2271,227

23 - - - 23 - 23 -
3,506 -

43 1,184 -

633 2,873

　　有形固定資産取得費

　　無形固定資産取得費
　　有形固定資産除却費

3,506

　固定資産関係費 1,594 - - 4,756 -677 4,079

873 - -

78 1,172 -1,250　租税公課 20 - - 1,250
　　その他人件費 2,487 736 - - 2,487 1,529 958 -
　　退職給付引当金繰入 512 228 - - 512 -235277

- 14,744 4,478 -
　人件費 17,743 4,992 - - 17,743 12,072 5,671 -

418,637

支出決定済額
(Ｇ)

翌事業年度への
繰越額

(Ｈ=Ｆ-Ｇ)

不用額
(Ｆ-Ｇ-Ｈ)

備考

1,496,137 1,471,271 24,866 -合計 95,636 - -

　　役職員給与 14,744 4,029 -



電力広域的運営推進機関

【収入】 （単位：千円）

（注１）計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合がある。

（注２）＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜０＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロを示す。

【支出】 （単位：千円）

（注１）計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合がある。

（注２）＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜０＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロを示す。

２０２５年度 　収入支出決算書(収入の部)

２０２５年度 　収入支出決算書(支出の部)

14,245,890
14,009,925

-

-
235,965

収入予算額と収入決定済額

との差額(Ｂ-Ａ)
備考

-
-
-

▲ 3,688,370
-

47,206,987
38,362,960
8,000,000

844,027

収入決定済額(Ｂ)

-
-
-

5,861,531
-

57,216,498 53,068,519 4,147,979 -

- -　預り納付金等繰入 32,961,097 2,509,210 - - 47,206,987 47,206,987

合計 42,510,998 2,567,640 - -

14,245,890
-

14,705,500

合計
-

42,510,998

-
-

53,068,519
-

10,557,521

-　人件費 17,133 -125,701

予算総則の規定
による経費増額

（Ｄ）

-

　　退職給付引当金繰入 1,172 - -

369 -

111,034 14,667 -125,701

　前年度よりの繰越金

　　非化石証書売却収入

608,062
　　その他 -

8,000,000
　　受取利息

24,353,035
　　政府補助金収入

　その他収入 32,961,097
　手数料収入 -
　預り納付金等取崩収入 9,549,901

　　会費 -

科目 収入予算額(Ａ)

支出予算現額
(Ｆ=Ａ+Ｃ+Ｄ＋Ｅ)

科目
支出予算額

(Ａ)

前事業年度から
の繰越額(再掲)

(Ｂ)

予備費使用額
(Ｃ)

流用増減額
(E)

　会費収入

【供給促進交付金交付業務、調整交付金交付業務、系統設置交付金交付業務、特定系統設置交付金交付業務、供給促進交付金返還金徴収業務、調整交付金納付金徴収業務、
特定系統設置交付金返還金徴収業務及び納付金徴収業務勘定】

【供給促進交付金交付業務、調整交付金交付業務、系統設置交付金交付業務、特定系統設置交付金交付業務、供給促進交付金返還金徴収業務、調整交付金納付金徴収業務、
特定系統設置交付金返還金徴収業務及び納付金徴収業務勘定】

　　特別会費 -

-

支出決定済額
(Ｇ)

翌事業年度への
繰越額

(Ｈ=Ｆ-Ｇ)

不用額
(Ｆ-Ｇ-Ｈ)

備考

1,370,248 459,610

12,943 - - 104,456 10,007 -94,449-
-
-

3,627 2,494 1,133 -
　　役職員給与 104,456

　　その他人件費
3,627

3,019 - - 17,618 -17,618 14,090 3,528
1,829,489　租税公課 - - - 1,829,858

　固定資産関係費 34,402 - - 396,108
　　有形固定資産取得費

396,108
2,914 - - 5,024 -

358,386 37,722 -
129 4,895

-
-

　　無形固定資産取得費

5,024

31,488 - - 390,921390,921 358,256 32,665 -
　　有形固定資産除却費 163 - - - 163 - 163 --

-
　　修繕費用 - - - - -- ---
　運営費 6,855 - - 730,792 -554,813 175,979-730,792

6,927,052 3,007,808　支払利息 42 - - 6,927,052 3,919,244 --

予備費 - - - - -- --



電力広域的運営推進機関

【交付金相当額積立金管理業務及び解体等積立金管理業務勘定】

【収入】 （単位：千円）

（注１）計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合がある。

（注２）＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜０＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロを示す。

【交付金相当額積立金管理業務及び解体等積立金管理業務勘定】

【支出】 （単位：千円）

（注１）計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合がある。

（注２）＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜０＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロを示す。

２０２５年度 　収入支出決算書(収入の部)

２０２５年度 　収入支出決算書(支出の部)

備考

-
-
-

収入決定済額(Ｂ)

-
-
-

41,373
-
-
-
-
-
-
-

41,373

-
-
-

収入予算額と収入決定済額

との差額(Ｂ-Ａ)

-
-
-

-
-

-

-

50,595 41,373 9,222 -

- -
- - -- -

-

　　その他 -

50,595
　前年度よりの繰越金

合計
-

-
-

▲ 9,222

　　政府補助金収入 -
　　受取利息 -

-
-

　　非化石証書売却収入 - -
　その他収入 - -
　手数料収入 - -

　　特別会費 -
　預り納付金等取崩収入 50,595 ▲ 9,222

　会費収入 -
　　会費 -

科目 収入予算額(Ａ)

-

30,704 1,173 -

　預り納付金等繰入 - - -

合計 14,299 -
予備費 - --

50,595

　人件費 31,877 11,766 - - 31,877

科目
支出予算額

(Ａ)

前事業年度から
の繰越額(再掲)

(Ｂ)

予備費使用額
(Ｃ)

流用増減額
(E)

支出予算現額
(Ｆ=Ａ+Ｃ+Ｄ＋

Ｅ)

翌事業年度への
繰越額

(Ｈ=Ｆ-Ｇ)

不用額
(Ｆ-Ｇ-Ｈ)

備考
支出決定済額

(Ｇ)

予算総則の規定
による経費増額

（Ｄ）

-
　　役職員給与 26,489 9,485 - - 26,489 380 -26,109-
　　退職給付引当金繰入 920 541 - - 920 -214706-
　　その他人件費 4,468 1,741 - - 4,468 3,888 580 --
　租税公課 25 - 135 22590 225 - --
　固定資産関係費 2,496 - - 7,629 -1,642 5,987

　　無形固定資産取得費

7,629

1,726 - - 6,310 -

- 1,278 -

1,642 4,668

1,278　　有形固定資産取得費 770 - - 1,278
　　有形固定資産除却費 41 - - -

6,310
41 - 41 -

- - - - - - --　　修繕費用
- - ▲ 135 10,839 8,792 2,047 -10,974　運営費 -

　支払利息 14 - - 25 -7 18-25



電力広域的運営推進機関

【災害等扶助交付金交付業務勘定】

【収入】 （単位：千円）

（注１）計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合がある。

（注２）＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜０＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロを示す。

【災害等扶助交付金交付業務勘定】

【支出】 （単位：千円）

（注１）計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合がある。

（注２）＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜０＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロを示す。

▲ 18,258
-

-
-
-
-

-
-
-
-
-

32,017

収入予算額と収入決定済額

との差額(Ｂ-Ａ)

▲ 18,258
▲ 23

▲ 18,235
-
-

-
-
-

収入決定済額(Ｂ)

32,017
55

31,962
-
-

-

-
-
-
-

　　有形固定資産除却費 29 - - - 29 - 29 -

50,275 32,017 18,258 -

1,457 -

1,190 3,1931,045 - - 4,383 -

　預り納付金等繰入 - - - - -

50,275

920 - - 22,253

389

-

　　その他

予算総則の規定
による経費増額

（Ｄ）

-
-

２０２５年度 　収入支出決算書(支出の部)

　前年度よりの繰越金

-

-

　　非化石証書売却収入 -
　　政府補助金収入 -
　　受取利息 -

-　　退職給付引当金繰入

合計
-

-

-

-

支出決定済額
(Ｇ)

翌事業年度への
繰越額

(Ｈ=Ｆ-Ｇ)

不用額
(Ｆ-Ｇ-Ｈ)

備考

22,253

　その他収入 - -
　手数料収入 -
　預り納付金等取崩収入 -

　会費収入 50,275

科目 収入予算額(Ａ)

　　会費 78

備考

２０２５年度 　収入支出決算書(収入の部)

　　特別会費 50,197

1,465
50,275

- -

81

合計 13,864 -

21,577 676
　　役職員給与 18,492 572 - - 18,492 152

642 506

-

　人件費

　　その他人件費
642

241 -
136 -

3,119 2,730- 3,119
109

-
-
-

23 -63 - 145 - -　租税公課 82 145
5,950
1,538

　固定資産関係費 2,053 - - 5,950 -1,271 4,679
　　有形固定資産取得費 1,008 - - 1,538

4,383　　無形固定資産取得費
- - - -- - - - -　　修繕費用

9,707 - ▲ 82 20,444 9,017 11,427 -20,526　運営費
　支払利息 7 - - 18 -5 13-18

科目
支出予算額

(Ａ)

前事業年度から
の繰越額(再掲)

(Ｂ)

予備費使用額
(Ｃ)

流用増減額
(E)

支出予算現額
(Ｆ=Ａ+Ｃ+Ｄ＋

Ｅ)

18,340

- 1,465 -予備費 1,156 - - 1,465



電力広域的運営推進機関

【入札業務勘定】

【収入】 （単位：千円）

（注１）計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合がある。

（注２）＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜０＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロを示す。

【入札業務勘定】

【支出】 （単位：千円）

（注１）計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合がある。

（注２）＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜０＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロを示す。

２０２５年度 　収入支出決算書(収入の部)

２０２５年度 　収入支出決算書(支出の部)

-
-
-
-

5,959
▲ 791

備考

-
-
-
-

38,744
58,994

収入予算額と収入決定済額

との差額(Ｂ-Ａ)

-
-
-
-

▲ 6,750

-
-
-

収入決定済額(Ｂ)

-
-
-
-

20,250

-
-
-
-
-

- 739 -

- 5,408
- 44 -

　　無形固定資産取得費

6,191

4,476 - - 5,408 -

59,785

　預り納付金等繰入 - - - - - - - -

-

支出決定済額
(Ｇ)

翌事業年度への
繰越額

(Ｈ=Ｆ-Ｇ)

不用額
(Ｆ-Ｇ-Ｈ)

　前年度よりの繰越金
-

合計
32,785

　　その他

　　非化石証書売却収入 -
　　政府補助金収入 -
　　受取利息 -

　その他収入 - - -
27,000　手数料収入

　　特別会費 -
　預り納付金等取崩収入 -

　会費収入 -
　　会費 -

-
55,314

科目 収入予算額(Ａ)

合計 16,757 - - 55,314 40,057 15,257 -

34,282 26,958

備考

　人件費 10,506 - - 34,282 7,324
　　役職員給与 28,488 8,411 - - 28,488 5,556 -

予算総則の規定
による経費増額

（Ｄ）

-
-

　　退職給付引当金繰入 989 501 - - 989 -385604-
　　その他人件費 4,805 1,594 - - 4,805 3,421 1,384 --
　租税公課 15 - 69 178109 178 - --
　固定資産関係費 5,141 - - 6,191 -- 6,191

739　　有形固定資産取得費 665 - - 739
　　有形固定資産除却費 44 - - - 44

5,408
- - - - - - --　　修繕費用

1,082 - ▲ 69 14,635 12,914 1,721 -14,704　運営費 -
　支払利息 15 - - 28 -6 22-28

科目
支出予算額

(Ａ)

前事業年度から
の繰越額(再掲)

(Ｂ)

予備費使用額
(Ｃ)

流用増減額
(E)

支出予算現額
(Ｆ=Ａ+Ｃ+Ｄ＋

Ｅ)

22,932

- - -予備費 - - - -



電力広域的運営推進機関

【左に掲げる業務以外の業務勘定】

【収入】 （単位：千円）

（注１）計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合がある。

（注２）＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜０＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロを示す。

【左に掲げる業務以外の業務勘定】

【支出】 （単位：千円）

（注１）計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合がある。

（注２）＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜０＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロを示す。

２０２５年度 　収入支出決算書(支出の部)

-
-
-
1

1,381,276
4,505,215

-
-

1,979,938
2,775,330 2,349,644 425,686 -

支出予算現額
(Ｆ=Ａ+Ｃ+Ｄ＋

Ｅ)

予算総則の規定
による経費増額

（Ｄ）

-
-

　人件費 2,775,330 307,711

388,979
3,103,591

3,103,591 -合計 19,864,227 3,679,663 -

　租税公課 2,014

229,483 - -

　　その他人件費 388,979 58,699 - -

　前年度よりの繰越金 3,014,845
合計 19,864,227

4,396,121
24,369,442

支出決定済額
(Ｇ)

翌事業年度への
繰越額

(Ｈ=Ｆ-Ｇ)

不用額
(Ｆ-Ｇ-Ｈ)

備考

326,330 -

-
-

　　その他 -

　　非化石証書売却収入 -
　　政府補助金収入 -
　　受取利息 -

1
-

- -

1-　その他収入 1
--　手数料収入

3,103,591

12,552,073

　　特別会費
4,297,309　預り納付金等取崩収入

12,572,420
21,534

12,550,885
7,400,900

-

収入予算額と収入決定済額

との差額(Ｂ-Ａ)

20,347
2,112

18,234

科目 収入予算額(Ａ)

　会費収入
19,422　　会費

12,532,651

収入決定済額(Ｂ) 備考

２０２５年度 　収入支出決算書(収入の部)

22,967,818 19,107,468 3,860,350 -

科目
支出予算額

(Ａ)

前事業年度から
の繰越額(再掲)

(Ｂ)

予備費使用額
(Ｃ)

流用増減額
(E)

　　役職員給与 2,306,268 2,306,268
　　退職給付引当金繰入 80,083 19,530 - - 80,083 -74,034 6,049

295,671 93,308 -
- 8,611 7,417,3604,305,158 7,417,360 - -

　固定資産関係費 1,491,844 - - 6,580,074
　　有形固定資産取得費

6,580,074
725,997 - - 2,937,780 -

5,673,811 906,263 -
2,758,986 178,794

-
-

　　無形固定資産取得費

2,937,780

765,768 - - 3,638,4213,638,421 2,913,254 725,167 -
　　有形固定資産除却費 3,600 - - - 3,600 1,554 2,046 --

-
　　修繕費用 80 - - 273 -16 257-273
　運営費 1,439,935 - ▲ 8,611 5,696,259 -3,663,828 2,032,431-5,704,870
　支払利息 1,121 - - 4,4904,490 2,823 1,667 --
　預り納付金等繰入 - - - -- - - --
予備費 494,305 437,040 - - 494,305 -- 494,305-



【機関全体】

（単位：百万円）

事項
前事業年度
末の債務額

Ａ

本事業年度の
債務負担額

Ｂ

計
Ｃ＝Ａ＋Ｂ

本事業年度の
債務消滅額

Ｄ

本事業年度
末の債務額

Ｃ－Ｄ
債務負担年限

システム開発等に係る経費 5,201 8,374 13,576 4,276 9,299 2027年度まで

賃貸借経費 1,191 1,350 2,542 289 2,252 2031年度まで

保守管理運営業務等に係る経費 260 469 730 260 469 2031年度まで

合計 6,654 10,194 16,849 4,826 12,022

（注１） 計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合がある。
（注２） 金額については税込である。
（注３） ＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜0＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロを示す。
債務に関する計算書に対する注記

債務に関する計算書

   電気事業法（昭和39年法律第170号）、「広域的運営推進機関の財務及び会計に関する省令」、「会計規程」及び「決算報告書作成要領」を適用して、債務に関
する計算書を作成している。



【機関全体】

（単位：百万円）

事項 債務負担限度額 債務負担額

システム開発等に
係る経費

10,600 8,374

賃貸借経費 2,500 1,350

保守管理運営業務等に
係る経費

500 469

※金額については税込である。

６．総則第５条に規定する役職員の定数及び給与については、予算において予定した定員及び給与
の基準を超えた増加又は支給はなかった。

５．総則第４条第3項に規定する収入支出予算の弾力条項については、消費税の申告により納付額が
増加するとき、預り納付金等取崩収入が予算額に比して増加したが、増加する金額を限度として、租
税公課予算を増額した。

４．総則第４条第2項に規定する収入支出予算の弾力条項については、非化石証書及び受取利息の
増加に伴い収入金が予算額に比して増加したが、増加する金額を限度として、預り納付金等繰入予算
を増額した。

予算総則に規定した事項に係る予算の実施結果

　２０２５年度電力広域的運営推進機関予算総則（以下「総則」という。）に規定した事項に係る予算の
実施結果は、次のとおりである。

１．総則第２条に規定する２０２５事業年度において債務を負担することができる限度額及び債務を
負担した金額は、次のとおりである。

２．総則第３条に規定する役職員給与、退職給付引当金繰入、電源入札拠出金および交際費につい
て、相互流用はなかった。

３．総則第４条第1項に規定する収入支出予算の弾力条項については、一般会費が予算額に比して増
加したが、総会運営等の必要経費に充当した。



（単位：千円）

科　目 合計
広域系統整備交付金交付

等業務勘定

供給促進交付金交付業
務、調整交付金交付業務、

系統設置交付金交付業
務、特定系統設置交付金
交付業務、供給促進交付
金返還金徴収業務、調整
交付金納付金徴収業務、
特定系統設置交付金返還
金徴収業務及び納付金徴

収業務勘定

交付金相当額積立金管理
業務及び解体等積立金管

理業務勘定

災害等扶助交付金交付業
務勘定

入札業務勘定
左に掲げる業務以外の業

務勘定
調整

(資産の部)

流動資産 887,056,336 229,684,276 508,297,490 48,997,860 5,723,309 22,905,593 71,522,879 ▲ 75,073
　現金及び預金 450,763,383 70,643 309,295,367 48,984,222 5,722,932 22,905,453 63,784,764 -
　有価証券 425,400,000 229,400,000 196,000,000 - - - - -
　未収金 693 - 58 - - - 75,708 ▲ 75,073
　貸倒引当金 ▲ 110 - - - - - ▲ 110 -
　未収還付消費税等 7,557,467 - - - - - 7,557,467 -
　未収収益 337,828 213,429 124,398 - - - - -
　前払費用 89,875 115 610 179 215 140 88,613 -
　預り納付金等調整勘定 2,889,773 - 2,876,314 13,458 - - - -
　その他流動資産 17,424 87 741 - 161 - 16,434 -
固定資産 12,250,679 - 970,111 - - 3,441 11,277,126 -
　有形固定資産 3,930,750 - - - - - 3,930,750 -
　　建物 3,378 - - - - - 3,378 -
　　建物附属設備 127,396 - - - - - 127,396 -
　　工具器具備品 2,959,671 - - - - - 2,959,671 -
　　リース資産 63,342 - - - - - 63,342 -
　　建設仮勘定 776,963 - - - - - 776,963 -
　無形固定資産 8,056,847 - 970,111 - - 3,441 7,083,294 -
　　ソフトウェア 5,222,905 - 970,111 - - 3,441 4,249,352 -
　　リース資産 118,900 - - - - - 118,900 -
　　ソフトウエア仮勘定 2,715,042 - - - - - 2,715,042 -
　投資その他の資産 263,081 - - - - - 263,081 -
　　敷金及び保証金 263,067 - - - - - 263,067 -
　　その他 13 - - - - - 13 -
資産合計 899,307,016 229,684,276 509,267,602 48,997,860 5,723,309 22,909,035 82,800,005 ▲ 75,073
(負債の部)
流動負債 884,282,413 229,684,016 509,264,831 48,997,193 5,732,345 22,902,711 67,776,387 ▲ 75,073
　短期借入金 470,000,000 - 470,000,000 - - - - -
　短期リース債務 150,284 - - - - - 150,284 -
　未払金 182,500 4,719 39,949 12,074 8,765 9,566 182,497 ▲ 75,073
　未払費用 3,677,922 - 2,395,702 - - 5,915 1,276,304 -
　未払消費税等 2,235,699 - 1,530,852 - - - 704,847 -
　預り金 22,895,312 - 48 - - 22,886,518 8,745 -
　預り納付金等 378,008,608 229,470,643 35,295,319 48,984,222 5,722,932 - 58,535,491 -
　預り納付金等調整勘定 7,060,925 208,304 - - - - 6,852,620 -
　賞与引当金 58,497 286 2,433 737 532 584 53,923 -
　役員賞与引当金 12,663 62 526 159 115 126 11,672 -
固定負債 94,374 259 2,770 666 546 632 89,498 -
　退職給付引当金 60,179 169 1,686 433 334 394 57,160 -
　役員退職慰労引当金 34,195 90 1,083 233 212 238 32,337 -
負債合計 884,376,788 229,684,276 509,267,602 48,997,860 5,732,892 22,903,344 67,865,886 ▲ 75,073
(純資産の部)
純資産
　利益剰余金（繰越損失(▲) ） 14,930,228 - - - ▲ 9,582 5,690 14,934,119 -
純資産合計 14,930,228 - - - ▲ 9,582 5,690 14,934,119 -
負債純資産合計 899,307,016 229,684,276 509,267,602 48,997,860 5,723,309 22,909,035 82,800,005 ▲ 75,073
（注１）計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合がある。
（注２）＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜0＞の表記は、単位未満を 切り捨てた場合のゼロを示す。

貸 借 対 照 表
2026年 3月31日　現在



（単位：千円）

合計
広域系統整備交付金交付

等業務勘定

供給促進交付金交付業
務、調整交付金交付業

務、系統設置交付金交付
業務、特定系統設置交付
金交付業務、供給促進交
付金返還金徴収業務、調
整交付金納付金徴収業

務、特定系統設置交付金
返還金徴収業務及び納付

金徴収業務勘定

交付金相当額積立金管理
業務及び解体等積立金管

理業務勘定

災害等扶助交付金交付業
務勘定

入札業務勘定
左に掲げる業務以外の業

務勘定
調整

経常収益 83,138,823 1,564,703 53,944,724 45,786 32,011 20,250 27,531,347 -

事業収益 80,682,236 18,751 53,034,090 45,786 32,011 20,250 27,531,347 -

　会費収入 12,604,958 - - - 32,011 - 12,572,946 -

　預り納付金等取崩収益 13,322,556 18,751 5,861,531 41,373 - - 7,400,900 -

　預り納付金等調整額 814,011 - 809,598 4,413 - - - -

　非化石証書売却収入 38,362,960 - 38,362,960 - - - - -

　政府補助金収入 8,000,000 - 8,000,000 - - - - -

　手数料収入 20,250 - - - - 20,250 - -

　その他収入 7,557,500 - - - - - 7,557,500 -

事業外収益 2,456,586 1,545,952 910,634 - - - - -

　受取利息 2,456,586 1,545,952 910,634 - - - - -

経常費用 80,182,616 1,564,703 53,944,724 45,786 36,054 43,057 24,548,289 -

事業費用 77,051,251 1,564,700 50,825,573 45,778 36,048 43,051 24,536,099 -

　役員給与 122,566 646 5,487 1,661 1,200 1,319 112,251 -

　職員給与 2,001,067 9,989 84,805 25,686 18,551 20,385 1,841,649 -

　役員退職慰労引当金繰入 10,155 49 422 127 92 101 9,361 -

　退職給付引当金繰入 24,188 118 1,006 304 220 241 22,297 -

　退職金 75,274 368 3,131 948 685 752 69,388 -

　法定福利費 301,734 1,510 12,823 3,884 2,805 3,082 277,628 -

　福利厚生費 9,566 46 397 120 87 95 8,818 -

　賃借料 521,058 1,794 11,742 3,483 3,320 2,785 497,932 -

　委託費 4,029,493 4,201 555,053 7,662 6,335 10,916 3,445,324 -

　通信運搬費 58,813 70 605 166 130 132 57,708 -

　光熱水道費 26,034 122 115 35 227 27 25,507 -

　消耗品費 86,894 376 4,066 456 640 119 81,235 -

　旅費 46,371 168 2,063 36 313 30 43,759 -

　研修費 15,225 76 648 0 141 0 14,359 -

　租税公課 6,514,777 78 2,556,053 225 145 178 3,958,096 -

　修繕費 1,834 6 - - 12 - 1,815 -

　減価償却費 3,295,273 - 374,518 - - 2,064 2,918,690 -

　損害保険料 919 4 38 11 8 9 847 -

　賞与引当金繰入 58,497 286 2,433 737 532 584 53,923 -

　役員賞与引当金繰入 12,663 62 526 159 115 126 11,672 -

　貸倒引当金繰入 50 - - - - - 50 -

　預り納付金等繰入 48,659,508 1,452,520 47,206,987 - - - - -

　預り納付金等調整額 11,108,647 91,916 - - - - 11,016,731 -

　雑費 70,634 286 2,645 71 483 96 67,051 -

事業外費用 3,131,364 3 3,119,151 7 5 6 12,189 -

　支払利息 3,121,998 3 3,119,151 7 5 6 2,823 -

　固定資産除却費 9,336 - - - - - 9,336 -

　雑損失 30 - - - - - 30 -

経常利益(経常損失(▲) ） 2,956,207 - - - ▲ 4,042 ▲ 22,807 2,983,058 -

特別利益 - - - - - - - -

特別損失 - - - - - - - -

当期純利益（当期純損失(▲) ） 2,956,207 - - - ▲ 4,042 ▲ 22,807 2,983,058 -

（注１）計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合がある。

（注２）＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜0＞の表記は、単位未満を 切り捨てた場合のゼロを示す。

科　目

損　益　計　算　書
自　2025年 4 月  1日

 至　2026年 3 月 31日



一　重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　満期保有目的の債券………………償却原価法（定額法)

２　固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　　　定額法を採用しております。

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

（３）リース資産

　　　所有権移転ファイナンスリース取引に係るリース資産

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

　　　所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３　引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

（２）賞与引当金

　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しております。

（３）役員賞与引当金

　　　役員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しております。

（４）退職給付引当金

（５）役員退職慰労引当金

４　収益及び費用の計上基準

　　　ステップ1：顧客との契約を識別しております。

　　　ステップ2：契約における履行義務を識別しております。

　　　ステップ3：取引価格を算定しております。

　　　ステップ4：契約における履行義務に配分しております。

　　　ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識しております。

　　　定額法を採用しております。 法人内利用におけるソフトウェアについては、法人における利用可能期間

　　（５年間）に基づいております。

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

　　し、回収不能見込額を計上しております。

　　　職員の退職手当の支払いに充てるため、退職給付債務の見積額（職員が自己都合で退職した場合の期末

　　要支給額の全額）を計上しております。

　　　役員の退職手当の支払いに充てるため、退職給付債務の見積額（役員が自己都合で退職した場合の期末

　　要支給額の全額）を計上しております。

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第２９号 ２０２０年３月３１日。以下「収益認識会計基準」

という。）等を適用し、以下の5ステップアプローチに基づき収益を認識しています。なお、本機関が認識し

た収益に係る対価は、通常、履行義務の充足から１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりませ

ん。

　本機関の主要な事業における収益に関する履行義務の内容及び履行義務を充足する通常の時点は以下のとお

りであります。



（２）徴収等業務規程第４５条第２項の規定による、非化石証書の販売に関する業務に関する売却収入

二　貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額

※　勘定区分名については、七　その他注記に記載の略称名を使用しております。

三　リースにより使用する固定資産に関する注記

１　ファイナンス・リース取引（借主側）

（１）所有権移転ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

　有形固定資産　

　　主として、本機関の基幹システムによるものです。

　無形固定資産　

　　主として、本機関の基幹システムによるものです。

②リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針に係る事項に関する注記 「2　固定資産の減価償却方法」に記載のとおりです。

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

　有形固定資産　

　　主として、本機関のホストコンピュータ及びコンピュータ端末機器によるものです。

　無形固定資産　

　　主として、本機関の基幹システムによるものです。

　　本機関は入札業務の実施にあたって、入札参加者からの入札手数料を収益に計上しております。

　　本件は、証書購入者に非化石証書を引き渡した一時点において履行義務が充足されると判断し、非化石証

　書売却代金を収益として認識しております。

　　本機関は非化石業務の販売に関する業務の実施にあたって、証書購入者からの売却代金を収益に計上して

　おります。

※　＜ー＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜０＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロ

　を示す。

　　本件は、入札参加者に対して入札審査を実施し、参加資格の有無の通知をした一時点において履行義務が

　充足されると判断し、入札手数料を収益として認識しております。

（１）再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（以下「再エネ措置法」という。）第７条第

　１０項の規定により、入札の実施に関する業務（以下「入札業務」という。）に関する手数料

（単位：千円）

勘定区分名 広域系統業務勘定 再エネ業務勘定 積立金業務勘定 災害等扶助交付金交付業務勘定 入札業務 勘定 その他業務勘定

金額 - - - - - 2,763,582



②リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針に係る事項に関する注記 「2　固定資産の減価償却方法」に記載のとおりです。

２　オペレーティング・リース取引（借主側）

　　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年内 １６６，６１４ 千円

１年超 ７３５，８８０ 千円

合計 ９０２，４９４ 千円

四　金融商品に関する注記

１　金融商品の時価等について 

（１）金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針

　本機関は、資金運用については短期的な預金及び譲渡性預金に限定しております。 

②金融商品の内容及びそのリスク

③金融商品に係るリスク管理体制

（２）金融商品の時価等に関する事項

  

五　収益認識に関する注記

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「４ 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

六　その他の注記

１　納付金等収入及び交付金等支出の会計処理(広域系統整備交付金交付等業務)

　短期借入金は、主に業務に必要な資金の調達を目的としたものであり、すべて１年以内に返済期

日が到来し、流動性リスクに晒されております。

　また、資金調達については電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２８条の５５第１項の規

定により、同法第２８条の４０第１項第８号の２に掲げる業務に必要な資金の借入れを行うため、

経済産業大臣の認可を受け、公募入札により調達しております。

　　預金、有価証券、短期借入金、預り金、預り納付金等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

　ることから、注記を省略しております。

２　納付金等収入及び交付金等支出の会計処理（供給促進交付金交付業務、調整交付金交付業務、系統設置交

付金交付業務、特定系統設置交付金交付業務、供給促進交付金返還金徴収業務、調整交付金納付金徴収業務、

特定系統設置交付金返還金徴収業務及び納付金徴収業務)

（１）本機関は、電気事業法第９９条の８第１項の規定に基づく納付を受け入れた場合には、広域系統整備交

　付金交付等業務勘定（以下「広域系統業務勘定」という。）において、当該収入額に相当する金額を預り納

　付金等に計上しております。

（２） 本機関は、電気事業法第２８条の４０第１項第５号の２の規定により、交付金を支出した場合には、広

　域系統業務勘定において、当該支出額に相当する金額を預り納付金等から取り崩しております。

　短期借入金については月次単位での支払予定を把握するとともに、手許流動性の維持などにより

流動性リスクを管理しております。

（１）本機関は、再エネ特措法第３１条第１項及び第３８条第１項の規定により納付金を受け入れた場合に

　は、供給促進交付金交付業務、調整交付金交付業務、系統設置交付金交付業務、特定系統設置交付金交付業

　務、供給促進交付金返還金徴収業務、調整交付金納付金徴収業務、特定系統設置交付金返還金徴収業務及び

　納付金徴収業務勘定（以下「再エネ業務勘定」という。）において、当該収入額に相当する金額を預り納付

　金等に計上しております。



３　納付金等収入及び交付金等支出の会計処理(交付金相当額積立金管理業務及び解体等積立金管理業務)

４　納付金等収入及び交付金等支出の会計処理(災害等扶助交付金交付業務)

５　納付金等収入及び交付金等支出の会計処理（左に掲げる業務以外の業務勘定）

（１）本機関は、積立金管理業務規程第１６条第２項及び第１７条第１項の規定により、解体等積立金を積み

　立てた場合には、再エネ業務勘定において、当該積立額に相当する金額を預り納付金等から取り崩すととも

　に、交付金相当額積立金管理業務及び解体等積立金管理業務勘定（以下「積立金業務勘定」という。）にお

　いて、同額を預り納付金等に計上しております。

（６）本機関は、積立金管理業務規程第２０条の規定により、交付金相当額積立金が本機関へ帰属した場合

　は、積立金業務勘定において、当該積立額に相当する金額を預り納付金等から取り崩すとともに、再エネ業

　務勘定において、同額を預り納付金等に計上しております。

（１）本機関は、定款第５５条の２第１項の規定により、拠出金を受け入れた場合には、左に揚げる業務以外

　の業務勘定（以下「その他業務勘定」という。）において、当該収入額に相当する金額を預り納付金等に計

　上しております。

（５）本機関は、積立金管理業務規程第２２条第１項の規定により、交付金相当額積立金の取戻しに対応した

　場合には、積立金業務勘定において、当該取戻し額に相当する金額を預り納付金等から取り崩しておりま

　す。

（４）本機関は、積立金管理業務規程第１０条第２項及び第１１条第１項の規定により、交付金相当額積立金

　を積み立てた場合には、再エネ業務勘定において、当該積立額に相当する金額を預り納付金等から取り崩す

　とともに、積立金業務勘定において、同額を預り納付金等に計上しております。

（３）本機関は、積立金管理業務規程第２６条第１項により、解体積立金の取戻しに対応した場合には、積立

　金業務勘定において、当該取戻し額に相当する金額を預り納付金等から取り崩しております。

（２）本機関は、業務規程第３２条の３５の規定により、交付金を支出した場合には、その他業務勘定におい

　て、当該支出額に相当する金額を預り納付金等から取り崩しております。

（３）本機関は、定款第５６条第１項の規定により、電源入札拠出金を受け入れた場合には、その他業務勘定

　において、当該収入額に相当する金額を預り納付金等に計上しております。

（４）本機関は、業務規程第４１条の規定により、電源入札金等補填金を支出した場合には、その他業務勘定

　において、当該支出額に相当する金額を預り納付金等から取り崩しております。

（２）本機関は、積立金管理業務規程第１６条第３項、第１７条第２項、第２８条第１項及び第２９条第１項

　の規定により、解体等積立金を積み立てた場合には、積立金業務勘定において、当該積立額に相当する金額

　を預り納付金等に計上しております。

（２）本機関は、再エネ特措法第２条の２第２項、第１５条の２第１項、第２８条第１項及び第２８条の２第

　１項の規定により、交付金等を支出した場合には、再エネ業務勘定において、当該支出額に相当する金額を

　預り納付金等から取り崩しております。

（２）本機関は、電気事業法第２８条の４０第２項第１号の規定により、交付金を支出した場合には、災害等

　扶助交付金交付業務勘定において、当該支出の額に相当する金額を預り納付金等から取り崩しております。

（１）本機関は、定款第５６条の３第３項に基づく災害等扶助拠出金の納付を受け入れた場合には、災害等扶

　助交付金交付業務勘定において、当該収入額に相当する金額を預り納付金等に計上しております。



６　預り納付金等の繰入れに関する会計処理

７　預り納付金等を充当し経費を支出した場合の会計処理

８　預り納付金等調整勘定

９　預り納付金等の表示

10　会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する取扱い

11　消費税等に関する会計処理について

（１）消費税等の会計処理は、 税込方式によっております。

　本機関は、会計・調達業務の細則に関する規程第３６条又は第３７条に掲げる会計処理を実施した場合にお

いて、損益と収支に差異が生じた場合は、当該差異が解消されるまでの間、差額について預り納付金等調整勘

定を計上するとともに、同額を預り納付金等調整額に計上しております。

　預り納付金等の取崩額が預り納付金等計上額を上回る場合は、超過する金額を投資その他資産の部に交付金

等立替額として表示しております。

（１）新たな会計方針を過去の期間の全てに遡及適用する処理は行わず、その変更の影響は、当事業年度以降

　の財務諸表において認識しております。

（２）流動資産から固定資産への区分変更や、経常損益から特別損益への区分変更等、財務諸表の表示区分を

　越える変更は、表示方法の変更として取り扱っております。流動資産から固定資産への区分変更や、経常損

　益から特別損益への区分変更等、 財務諸表の表示区分を越える変更は、表示方法の変更として取り扱ってお

　ります。

（３） 過去の財務諸表について、新たな表示方法に従い組替えする処理は行わず、当事業年度以降の財務諸表

　において、新たな表示方法での開示を行っております。過去の財務諸表における誤謬が発見された場合に

　は、過去の財務諸表の遡及修正は行わず、過年度の損益修正額を原則として特別損益の区分に表示しており

　ます。

　本機関は、業務を実施するために経費等を支出又は固定資産を取得し、その全部又は一部の財源として預り

納付金等を充当したときは、各勘定において当該充当した金額を預り納付金等から取り崩すとともに、同額を

預り納付金等取崩収益に計上しております。

（３）本機関は、業務規程第６４条の５の規定により、貸付けに伴い受取利息収入及び手数料収入を得た場合

　には、広域系統業務勘定において、当該収入額に相当する金額を預り納付金等へ繰り入れております。

 （１）本機関は、再エネ特措法第２条の６及び第１５条の５の規定により政府が講ずる予算上の措置に係る資

　金を受け入れた場合及び徴収等業務規程第４５条第２項の規定により非化石証書の販売に伴い収入を得た場

　合には、再エネ業務勘定において、当該収入額に相当する金額を預り納付金等へ繰り入れております。

（２）本機関は、以下に掲げる余裕金の運用を行うに当たっては、当該運用により生じた収入額に相当する金

　額を預り納付金等へ繰り入れております。

　一　広域系統整備交付金交付等業務に係る余裕金の運用(広域系統業務勘定)

　二　再エネ特措法第４１条において準用する再エネ特措法第１５条の２１の規定により、同条各号に掲げる

　方法に基づき、再エネ特措法第３１条第１項及び第３８条第１項の規定に係る余裕金の運用（再エネ業務勘

　定）



12　業務に係る主要な預り金、預り納付金等の明細について

※　計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合があります。

※　本機関の業務に関係して受領している主な預り金、預り納付金等の状況について記載しております。

13　業務に係る短期借入金の明細について

※　＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜0＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロ

　を示す。

※　＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜0＞の表記は、単位未満を切り捨てた場合のゼロ

を示す。

（単位：千円）

勘定区分 借入先 期首残高① 当期借入金②
当期償還額

③

差引期末残高

④＝①＋②-③
平均利率％

支払利息

当期支出額
返済期限 使途

再エネ業務勘定 株式会社三菱UFJ銀行 340,000,000 - ▲ 340,000,000 - 0.310% 1,054,000 2025年5月8日 事業資金

再エネ業務勘定

株式会社大和ネクスト銀行

株式会社三菱ＵＦＪ銀行

東京短資株式会社

株式会社あおぞら銀行

株式会社北洋銀行

株式会社日本政策投資銀行

株式会社ゆうちょ銀行

株式会社りそな銀行

株式会社琉球銀行

420,000,000 - ▲ 420,000,000 - 0.466% 1,953,782 2025年9月5日 事業資金

再エネ業務勘定

信金中央金庫

株式会社大和ネクスト銀行

株式会社三菱ＵＦＪ銀行

株式会社りそな銀行

農林中央金庫

株式会社北洋銀行

株式会社ゆうちょ銀行

株式会社琉球銀行

株式会社北國銀行

中国銀行股份有限公司　東京支店

東京短資株式会社

株式会社ＳＢＩ新生銀行

株式会社百十四銀行

- 470,000,000 - 470,000,000 0.806% - 2026年9月4日 事業資金

合　計 760,000,000 470,000,000 ▲ 760,000,000 470,000,000 3,007,782

（単位：千円）

勘定区分 内訳 期首残高 当期受入額 補助金収入
非化石証書

売却収入
運用収入 他勘定受入額 計 交付金・取戻し額 事務費支出額 支払利息 他勘定支出額 計 期末残高

広域系統業務勘定 広域系統整備交付金 178,847,665 49,189,208 - - 1,452,520 4 50,641,733 - 18,752 3 - 18,755 229,470,643

再エネ業務勘定 調整交付金 2,622,979,115

供給促進交付金 51,110,633

解体等積立金 18,256,687 29,513,770 - - - 23,208 29,536,979 22,632 23,203 4 - 45,841 47,747,825

交付金相当額積立金 326,507 1,045,288 - - - 18,164 1,063,453 135,398 18,161 3 - 153,563 1,236,397

災害等扶助交付金交付業務勘定 災害等扶助交付金 2,762,448 6,210,043 - - - - 6,210,043 3,249,559 - - - 3,249,559 5,722,932

入札業務勘定 入札保証金 23,573,439 1,799,824 - - - - 1,799,824 2,486,746 - - - 2,486,746 22,886,518

その他業務勘定 容量市場拠出金 214,543,797 922,511,707 - - - - 922,511,707 1,078,520,013 - - - 1,078,520,013 58,535,491

合　計 318,095,712 3,798,565,658 8,000,000 38,362,960 2,296,547 41,376 3,847,266,545 3,758,504,096 2,913,838 3,007,818 41,373 3,764,467,130 400,895,127

35,295,3192,679,992,6532,788,295,818▲ 120,214,833 2,835,502,806 3,007,808

増加額／異動額 減少額／異動額

積立金業務勘定

8,000,000 38,362,960 844,027 - 2,853,722 41,373



（単位：千円）

(資産の部）
流動資産 887,056,336 229,684,276 508,297,490 48,997,860 5,723,309 22,905,593 71,522,879 ▲ 75,073
　現金及び預金 みずほ銀行（東京中央支店）　他 450,763,383 70,643 309,295,367 48,984,222 5,722,932 22,905,453 63,784,764 -
　有価証券 譲渡性預金 425,400,000 229,400,000 196,000,000 - - - - -
　未収金 会費請求分、勘定間取引調整額 693 - 58 - - - 75,708 ▲ 75,073
　貸倒引当金 ▲ 110 - - - - - ▲ 110 -
　未収還付消費税等 消費税還付予定金額 7,557,467 - - - - - 7,557,467 -
　未収収益 譲渡性預金の未経過利息 337,828 213,429 124,398 - - - - -
　前払費用 事務所４月分賃料前払　他 89,875 115 610 179 215 140 88,613 -
　預り納付金等調整勘定 会計細則第38条に基づく調整額 2,889,773 - 2,876,314 13,458 - - - -
　その他流動資産 17,424 87 741 - 161 - 16,434 -
固定資産 12,250,679 - 970,111 - - 3,441 11,277,126 -
　有形固定資産 3,930,750 - - - - - 3,930,750 -
　　建物 事務所内設備　他 3,378 - - - - - 3,378 -
　　建物附属設備 電気・空調設備　他 127,396 - - - - - 127,396 -

　　工具器具備品
広域機関システム用機器、スイッチング支援
システム用機器　他

2,959,671 - - - - - 2,959,671 -

　　リース資産
広域機関システム用機器、ＯＡ システム用機
器　他

63,342 - - - - - 63,342 -

　　建設仮勘定 広域機関システム用機器、事務所内工事　他 776,963 - - - - - 776,963 -

　無形固定資産 8,056,847 - 970,111 - - 3,441 7,083,294 -

　　ソフトウェア
広域機関システム、ＯＡシステム、再エネ業務
統合システム 容量市場システム　他

5,222,905 - 970,111 - - 3,441 4,249,352 -

　　リース資産 広域機関システム、ＯＡシステム　他 118,900 - - - - - 118,900 -

　　ソフトウエア仮勘定 広域機関システム、容量市場システム　他 2,715,042 - - - - - 2,715,042 -

　投資その他の資産 263,081 - - - - - 263,081 -

　　敷金及び保証金 事務所敷金　 263,067 - - - - - 263,067 -

　　その他 13 - - - - - 13 -
合計 899,307,016 229,684,276 509,267,602 48,997,860 5,723,309 22,909,035 82,800,005 ▲ 75,073

（負債の部）

流動負債 884,282,413 229,684,016 509,264,831 48,997,193 5,732,345 22,902,711 67,776,387 ▲ 75,073

　短期借入金
供給促進交付金交付業務等勘定の納付金を
財源とする交付金に係る借入金

470,000,000 - 470,000,000 - - - - -

　短期リース債務 広域機関システム、ＯＡシステム 150,284 - - - - - 150,284 -

　未払金 委託費、消耗品費　他 182,500 4,719 39,949 12,074 8,765 9,566 182,497 ▲ 75,073

　未払費用 借入利息、役員給与、委託費、賃借料　他 3,677,922 - 2,395,702 - - 5,915 1,276,304 -

　未払消費税等 消費税納税予定金額、中間納税予定金額 2,235,699 - 1,530,852 - - - 704,847 -

　預り金 源泉所得税、入札保証金　他 22,895,312 - 48 - - 22,886,518 8,745 -

　預り納付金等
拠出金・納付金（広域系統整備、再エネ、非
化石証書　容量市場拠出金　他）

378,008,608 229,470,643 35,295,319 48,984,222 5,722,932 - 58,535,491 -

　預り納付金等調整勘定 会計細則第38条に基づく調整額 7,060,925 208,304 - - - - 6,852,620 -

　賞与引当金 職員賞与今期計上分 58,497 286 2,433 737 532 584 53,923 -

　役員賞与引当金 役員賞与今期計上分 12,663 62 526 159 115 126 11,672 -

固定負債 94,374 259 2,770 666 546 632 89,498 -

　退職給付引当金 職員に対する退職金今期引当分 60,179 169 1,686 433 334 394 57,160 -

　役員退職慰労引当金 役員に対する退職金今期引当分 34,195 90 1,083 233 212 238 32,337 -

合計 884,376,788 229,684,276 509,267,602 48,997,860 5,732,892 22,903,344 67,865,886 ▲ 75,073
純資産 14,930,228 - - - ▲ 9,582 5,690 14,934,119 -

（注１）計数は、単位未満切り捨てのため合計と一致しない場合がある。

（注２）＜－＞の表記は、計算上ゼロあるいは該当数字なしを示し、＜0＞の表記は、単位未満を 切り捨てた場合のゼロを示す。

財産目録
2026年3月31日現在

区分
災害等扶助交付金交付業

務勘定
入札業務勘定

左に掲げる業務以外の業
務勘定

調整合計
広域系統整備交付金交付

等業務勘定

供給促進交付金交付業
務、調整交付金交付業務、

系統設置交付金交付業
務、特定系統設置交付金
交付業務、供給促進交付
金返還金徴収業務、調整
交付金納付金徴収業務、
特定系統設置交付金返還
金徴収業務及び納付金徴

収業務勘定

交付金相当額積立金管理
業務及び解体等積立金管

理業務勘定
摘要
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